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社会資本整備審議会 道路分科会 第７４回基本政策部会 

令和２年１２月３日 

 

 

【総務課長】  すみません、それでは、定刻となりましたので、ただいまから、社会資

本整備審議会道路分科会、第７４回基本政策部会を開催させていただきます。 

 皆様、本日はお忙しい中お集まりいただきまして、誠にありがとうございます。進行を

務めます、道路局総務課長の岸川でございます。よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、開会に当たりまして、道路局長の吉岡より御挨拶申し上げます。 

【道路局長】  皆さん、おはようございます。道路局長の吉岡でございます。石田部会

長をはじめまして、日頃から道路行政に御指導御鞭撻を賜りましてありがとうございます。

また、今日は年末のお忙しい中お集まりいただきまして、ありがとうございます。感謝申

し上げます。 

 基本政策部会ですけれども、本年２月以来の開催ということでございます。その間、コ

ロナもございましたし、７月の九州の豪雨とございまして、いろいろな対策をしなければ

ならないということもありましたし、防災・減災、国土強靱化も待ったなしなのかなと、

またコロナ対策も待ったなしなのかなということで、様々な議論をしてきたところでござ

います。 

 そういうこともありまして、本日部会ですけれども、報告事項を含めて４つのお話をさ

せていただければと思っています。１つは、今言いました激甚化・広域化する、あるいは

頻発化する災害に対する対応、どういうことをやっているのかというのを御説明させてい

ただければと思います。 

 それから、２つ目は、笹子のあのトンネルの事故がありまして昨日で８年になりました。

その後、基本政策部会で５年に一度の点検をする様々な緊急提言も頂きまして、やってき

たわけですけれども、その後の状況について御説明をさせていただければと思います。こ

れ、２つ目でございます。 

 それから、３つ目は、今年度末で、踏切道の法律がございまして、その指定期限を迎え

るということもありまして、それをどういう方向にしていくのかということを御議論いた

だければと思います。これ、３つ目でございます。 

 最後に、今年５月に御議論をいただきまして、道路法の改正をしまして、その後、久保



 -2-

田先生にもいろいろ御指導いただきながら様々な技術基準等を整理してきたわけでござい

ますけれども、その結果を御報告させていただければと思います。 

 以上、４つの課題でございます。事務局から説明させていただきますので、委員の皆様

方から様々な忌憚のない御意見を頂ければと思います。限られた時間で非常に話題が多い

ということでございますけれども、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

【総務課長】  ありがとうございました。本日は、朝倉委員、勝間委員、屋井委員にお

かれましては、所用により御欠席との連絡を頂いております。また、太田委員、羽藤委員

におかれましては、ウェブでの御出席となっております。 

 本日、御出席いただきます委員の方は、委員総数１１名の３分の１以上でございますの

で、社会資本整備審議会令第９条第１項による定足数を満たしておりますことを、御報告

申し上げます。 

 本日の資料ですが、まず議事次第、資料１として、近年の災害への対応と教訓について、

資料２、予防保全によるメンテナンスへの転換について、資料３、踏切対策の推進につい

て、資料４、令和２年改正道路法の施行についてでございます。 

 ウェブで御出席の委員の方々に御連絡いたします。資料は画面にて表示させていいただ

きます。会議進行中はマイクをオフにしていただき、発言時のみマイクをオンにしてくだ

さい。御発言される場合は、部会長から指名していただきますので、発言の際には手挙げ

機能をお使いください。接続の不具合や操作方法について御質問がございましたら、連絡

事項記載の事務局員に御連絡ください。 

 それでは、以降の議事の進行を石田部会長にお願いしたいと思います。どうぞよろしく

お願いいたします。 

【石田部会長】  おはようございます。久しぶりでございますけれども、よろしくお願

いいたします。 

 早速、議事を進めさせていただきたいと思います。先ほど局長からもございましたよう

に、本日は４つの内容について議論いただきたいと思います。近年の災害への対応と教訓、

予防保全によるメンテナンスへの転換、踏切対策の推進、令和２年改正道路法の施行でご

ざいます。 

 まず、最初に、近年の災害への対応と教訓について、事務局より説明ください。よろし

くお願いします。 
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【道路防災対策室長】  道路防災対策室長、信太でございます。資料１を用いまして、

近年の災害の対応と教訓について、御説明させていただきます。 

 １ページ目を御覧ください。令和２年７月豪雨の降水状況をまとめたものでございます。

梅雨前線が長期に停滞いたしまして、かなり長い時間で、また、広い範囲で雨が降り続い

たというところでございます。アメダスの地点を対象といたしまして、１０日間でござい

ますけれども、旬ごとの値を過去の統計と比較したところ、７月上旬の観測した降水量の

総和が観測史上の１位というようなところでございまして、一昨年の３０年７月豪雨を上

回ったというところでございます。また、１時間降水量５０ミリ以上の発生回数につきま

しても、昨年の東日本台風を上回りまして、観測史上最大の８２回を記録したというとこ

ろでございます。 

 ２ページ目を御覧ください。短時間の降水量の傾向でございます。１時間、降水量５０

ミリを超えるというものが、約３５年前でいきますと、平均１７４回であったものが、直

近の１０年間の平均でございますと２５１回ということで、１.４倍に増えているという

ような状況でございます。 

 ３ページ目を御覧ください。近年の道路災害の状況でありまして、直轄国道の例でござ

いますが、復旧に要する日数を取りまとめたグラフになってございます。約１０年前ぐら

いのタームでございますけれども、１週間以上かかるような災害というのは１％ぐらいと

いうことで、大半は１日でというような状況でございました。しかし、近年の５か年を見

ますと、復旧まで１週間以上かかるというのが１３％、複数日数かかるというのが１７％

ということで、災害の規模も大きくなってきているというところでございます。 

 後ほど説明しますが、右側の令和２年７月豪雨のときでも、４か月以上でありますとか、

２週間でありますとか、４０日とかというような、大きい災害が増えているというような

傾向がつかめます。 

 ４ページ目でございます。近年の豪雨の特徴的な被災を御説明させていただきたいと思

います。まずは、橋梁が流されてしまうということでございます。令和２年７月豪雨で球

磨川を渡河する橋梁が、上部工がなくなってしまったということでございます。球磨川本

線を渡河する道路橋が２２橋ございましたけれども、１０橋が流れてしまったというよう

なところでございます。 

 右側に事例を付けさせていただいておりますけれども、上の事例、深水橋というものは、

１９６６年、今から五十数年前の示方書で架設をされたというところでございます。基礎
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にも杭はなくて、さらに耐震補強も未対応というところでございます。ただ、ここは河川

の計画の水位よりは低い位置にあったというところでございまして、今回の増水によって

上にかぶってしまったというようなところでございます。 

 下のものでございます。西瀬橋というものでございます。こちらも１９６７年に架設さ

れているというところで、直接基礎、耐震補強は未対応ということでございます。これは、

計画に対しては余裕高を確保していたというところでございますけれども、計画以上の雨

が降ったということで、こちらにつきましても橋のほうが流されてしまったというような

状況でございます。 

 ５ページ目を御覧ください。もう一つ特徴的なもので、２つ事例をお示ししたいと思い

ます。左が、まず河川の隣接区間で道路がなくなったり、もしくは洗堀と言って橋脚が下

がってしまったというような例でございます。 

 １つが、河川隣接区間の道路流失ということで、令和２年７月豪雨で岐阜県下呂市でご

ざいます。国道４１号がございまして、こちらが飛騨川が水位が上昇いたしまして、路面

が冠水してしまって一気に被災をしたということで、５００メーターほど道路が全くなく

なってしまったという例でございます。 

 それから、下のほうは、昨年の台風１９号でございますけれども、国道２０号、山梨県

の大月市でございます。法雲寺橋という橋、こちらが１９５９年の架設でございまして、

直接基礎で８径間でございますが、橋脚、７基ありますけれども、そこの橋脚の１つが下

がってしまいまして、５０日間弱の通行止めになったというようなことでございます。 

 右側が土砂災害でございます。こちらは道路区域外からの大規模な土砂災害ということ

で、７月豪雨でございますけれども、国道３号の熊本県芦北町でございます。佐敷トンネ

ルというトンネルの坑口のところでございますが、高さ１２０メートルぐらい上から２０

メーター幅に沿って土砂が流れてきたということでございます。 

 下の例は補助国道の例でございます。国道４１８号でありますが、ここは高さ約３００

メーターぐらいのところから、幅５０メートルぐらいにわたって土砂災害が発生し、いず

れも、これまで防災点検等やっていますが、そこの対象外の区間であったというような状

況でございます。 

 それから６ページ目でございます。もう一つが、昨年の台風１５号でございますけれど

も、多くの地点で既往最大の風速が観測されております。特に千葉県が甚大な被害だった

わけでございます。最大９３万戸が長期にわたりまして停電が発生したという状況でござ



 -5-

います。電柱の倒壊が約２,０００本というようなところでございまして、これらが復旧等

にかなり時間を要したというところもございます。 

 このような災害の状況等を踏まえまして、対応策として大きく３つを考えてございます。

１つは、災害に強い国土幹線道路ネットワークということで、後ほど御説明しますけれど

も、ミッシングリンクの解消でありますとか、暫定２車線区間の４車線化、それから高規

格道路と直轄国道を連携させて、うまく機能を発揮させるというもの。 

 それから、局所的な防災対策ということで、先ほど言いましたような河川に隣接するよ

うな構造物をどう守るかというお話、それから、随分高いところから、土砂が落ちてくる

ようなところに対してどう対応するかという話。それから、近年、もう少しうまく使うこ

とで、災害の対応力というのを高めることができるということで、その事例も御説明した

いと思います。 

 最後の柱は、災害時の効果的なオペレーションということです。ハード整備というばか

りではなくて、いろいろな情報提供でありますとか、関係者との連絡体制の構築、それか

ら沿道との協力関係によって電柱の倒壊を防いだりでありますとか、道の駅をうまく活用

していくということで、総合的な防災能力をアップさせていきたいというふうに考えてい

るところでございます。 

 ８ページ目を御覧ください。災害に強い国土幹線道路ネットワークということで、令和

２年７月豪雨の状況を説明させていただいております。左側、九州自動車道でございます

けれども、八代ジャンクションから溝辺鹿児島空港の間、ここは４車線になってございま

す。ただ、九州道の被災は２か所ほどあり、肥後トンネルで２車線のところが冠水しまし

たけれども、反対側の車線を使いまして、１１時間後に緊急車両の通行確保、１８時間後

には上下線も確保できたというところでございます。 

 もう一個下の写真でございますけれども、こちらも４車線の区間でありましたが、被害

が２車線分でありましたので、反対側の車線を活用しまして、１９時間後には上下線の確

保ができたというところでございます。この４車線化の区間というのは、早期に開放でき

るのではないかというところでございます。 

 もう一つが右側でございまして、これが直轄国道と高規格道路の連携ということでござ

います。先ほど申し上げたとおり、国道３号は大きく被災しまして、災害の復旧までに１

４日間というようなことでございました。並行する南九州西回り道路も被災はありました

けれども、こちらにつきましては１０時間半後に災害の復旧を終えまして、通行を確保で
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きたということで、八代から水俣間の大きな交通網を確保できたと。このようなことで、

ネットワークの構築による交通機能の確保が図られたということでございます。 

 ９ページ目を御覧ください。それらを念頭に置きまして、今、目標を掲げてということ

でございますが、発災後、例えばおおむね１日以内に緊急車両の通行が確保できるであり

ますとか、おおむね１週間以内に一般車両の通行を確保するということを目標に掲げて、

ネットワークの整備を推進していくべきではないかと考えてございます。 

 左側が少しポンチ絵になってございますけれども、高規格道路、未完成の場合もありま

すし、４車化になっていないところもございます。ここに並行する一般道にも課題がある

という状況でございますけれども、災害に強いネットワークとしまして、高規格道路もつ

なぐ、また４車線化する。さらに、連携関係にある一般道の直轄国道等については、防災

の課題箇所も解消していくというようなことで、災害に強いネットワークを構築していき

たいと考えてございます。 

 右側、上は先ほど説明しましたけれども、下側、平成３０年７月豪雨におきましても、

代替機能ということで、広島呉道路が被災しましたけれども、国道３１号も並行したとこ

ろをうまく活用して、５日間で応急復旧を完了しました。それから、昨年の台風１９号で

も、北陸道が長期間止まりましたけれども、国道８号の対策を進めていた関係で雨量規制

が緩和されていたので、国道８号は通行できていたということで、同時の通行止めを回避

できたと。このように広域のネットワークを確保することができると考えてございます。 

 １０ページ目を御覧ください。局所的な対策ということでございます。近年の豪雨に対

応ということでございます。左側、先ほど言いました大規模土砂災害の対策でございます。

このように、道路区域外の広いエリアで起きるということもございますが、最近レーザー

プロファイラの技術が随分使えるようになってきてございます。先ほどの国道３号のとこ

ろでも、昨年度のレーザープロファイラー調査の結果を見ると、不安定なブロックが、こ

の緑色にあるところのようにわかることができます。今までの点検では技術者だけが見て

いるとなかなか分かりにくいところでございますが、新しい技術を使えば、こういうよう

なリスクが改めて把握できるということもございますので、それらを対策につなげていき

たいと考えてございます。 

 それから、河川の隣接構造物でございますが、被災したところを見ますと、護岸がなか

ったり、根固め工がなかったところで大きく被災したもの。それから、洗掘が起きたもの

や橋梁がなくなったものを見ると、、水流による横の力でありますとか、浮力が発生すると
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いうことで、支承、いわゆる上部工と下部工をつなぐところを補強等をしていれば飛ばな

かったというところが分かってきてございます。 

 これらは、平成８年の道路橋示方書に基づく耐震補強さえしていれば対応できたという

ことで、耐震補強をどんどん進めていくことでこのようなリスクにも対応できるのではな

いかとも考えてございます。また、洗掘につきましても、先ほど申し上げたとおり、根固

め工等を設置することで、災害時にも強いような状況ができるのではないかと考えてござ

います。 

 １１ページ目を御覧ください。局所的な防災対策のうちの高架区間の避難場所としての

活用でございます。東日本大震災で津波が発生しましたけれども、右側にあるとおり、こ

れは釜石の例でございますが、三陸縦貫道、今で言う三陸沿岸道路に階段が設置されてい

まして、そこに避難したことで、津波から命を取り留めたというような状況でございます。 

 一方で、最近は豪雨もありますので、津波以外の観点でも、緊急時の避難場所等の確保

というのが自治体では急務ということでございます。国土交通省では、直轄国道と高速道

路の浸水エリアより高いところを１,８００キロほど抽出いたしまして、今、それらを該当

の市区町村に御提示して、活用可能かどうかというような要望を調整しているところでご

ざいます。これら、津波、また洪水のときも垂直避難ということで道路が使えるような取

組を進めていきたいと考えてございます。 

 それから、１２ページ目でございます。災害時の効果的なオペレーションということで

通れるマップを公表いたしました。令和２年７月豪雨の例でございますが、ＥＴＣ２.０と

か民間プローブのデータで、道路の通行可否情報を掲載して、取りまとめて、ホームペー

ジに公表いたしました。今まで時間がかかっておりましたが、熊本は発災当日、岐阜も発

災翌日に、それぞれ出すことができました。 

 また、熊本では、自衛隊、警察、消防等のいわゆる災害復旧等を行っていただく方々向

けの通れるマップも作成しました。一般の人は見れないんですけれども、そういう方には

使っていただけるようなマップも作成して、救助救援活動を支援したところでございます。 

 それから、１３ページ目でございます。令和２年９月の台風１０号でございます。幸い

にして上陸はしなかったんですけれども、高速道路においても、今の鉄道の計画運休と同

じように、止まる可能性があるところというのを予測して、公表してございます。左側、

予測したところでございまして、ちょっと見づらくて申し訳ないんですけれども、全部塗

っているところが雨、囲っているところが風ということでございます。 
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 実は、暴風域はかなり広いエリアになっていたんですけれども、風のところというのは、

一部しか予測がなっていなかったので、その予測に基づいて通行止めの予測を出していま

した。右側は結果でございますが、雨のほうはほとんど当たっておりまして、一部、青い

ところ以外はそのとおりに通行止めになったというところでございます。風は、赤いとこ

ろが事前広報なく、強風で通行止めになったというようなところでございます。暴風域の

予測みたいなものも含めて、今後、より分かりやすく広報を検討していきたいと考えてご

ざいます。 

 それから、オペレーションの話で、もう一点、災害復旧の連携でございます。先ほど下

呂のところで、道路が流失したというところがございましたけれども、こちら、隣接する

ところがＪＲ高山線がございました。線路に被災はなかったんですけれども、高山線の土

台となる擁壁が、道路がなくなったことで不安定になったというところでございます。国

交省と鉄道事業者で復旧方針を調整いたしまして、高山線の補修を優先的にやるというこ

とで、結果、高山線は１５日間で開通することができまして、通学・通勤に使っていただ

いたというところでございます。 

 それから、これも異例でございますが、飛騨川の河川敷も復旧を早めるということで、

河川敷内の施工ヤードとして使うことができたということでございます。このように、鉄

道河川管理者と連携することで、早く応急復旧を完了することができるという事例でござ

います。 

 １５ページ目は、それらの電力版でございます。令和２年７月豪雨、また、台風１０号

につきましては、かなり大規模な停電等が発生したり、予測されたりというようなところ

でございました。九州地整では、令和２年７月豪雨のときに、発災後に現地で停電であり

ますとか、孤立情報を共有していましたけれども、台風１０号のときには、あらかじめ連

絡体制を構築いたしまして、発災後もどこから復旧していったらいいかというのは、情報

も共有しながら連携してできたというところでございます。 

 台風１４号が１０月に起きましたけれども、そちらにつきましても同様に事前に、連絡

体制を構築し、それから本省間でも事前に連絡調整会議を開催いたしまして、スムーズに

対応することができました。これらを横展開するということで、１１月には各ブロックで

も連絡体制を構築しておりまして、本省レベルから地方レベル、１０個の地方ブロックと、

経産省の産業保安監督部、それから電力会社とで連絡体制を構築しているところでござい

ます。 
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 それから、効果的なオペレーションということで、電柱でございます。緊急輸送道路の

電柱でございますが、道路と民地の関係でいきますと、道路外に立っている電柱がたくさ

んあるというのが、右の写真で２つあると思います。そういうようなところに対しては、

民地側の電柱が、どう道路閉塞をさせるかというのが課題になってございます。 

 １７ページでございます。そういう観点でいきますと、沿道の立地につきましても、防

災の観点で新たな仕組みを検討するべきということで、無電柱化推進のあり方検討委員会

でも議論いただいているところでございまして、沿道民地からの倒壊、道路閉塞を防止す

るような制度をつくっていくということで、検討を進めているところでございます。 

 それから、最後、道の駅の観点でございます。今回の災害の復旧におきましては、道の

駅で資材ヤードの確保でありますとか、資機材の保管場所として機能を確保しているとい

うことで、これは先ほどの岐阜の関係の例でございます。 

 それから、次の１９ページ目でございますけれども、これ、地吹雪の災害のときに一時

避難場所として供給したりでありますとか、立ち往生車両の待避所として活用されたとい

う事例でございます。 

 最後のページでございます。そういうことも踏まえまして、道の駅につきましては、自

衛隊等の活動拠点として幅広く活用されております。ただ、一方で、防災機能としては、

非常時にも災害対応専用にできないというような課題がございます。これらの自然災害に

備えまして、災害時にも災害応急対策の拠点として機能を発揮するためということで、今、

道の駅の駐車場等を有効活用する方策について、検討を進めているというような状況でご

ざいます。 

 以上でございます。 

【石田部会長】  ありがとうございました。それでは、今の御報告に対して御意見等、

賜りたいと思いますので、よろしくお願いします。いかがでしょうかね。 

 どうぞ。 

【大串委員】  １点だけお伺いしたいんですけれども、１１ページの局所的な防災・減

災対策のところで、垂直避難のためにいろいろな試みが行われているということはとても

すばらしいことだと思うんですけれども、ちょっとだけ気になるのが、写真を拝見しまし

たら、階段になっているんですけれども、例えば車椅子の方を押して運んだり、 

 赤ちゃんの場合は抱っこできたりとかするんですけれども、そういったことも可能なエ

レベーターをつけろとは言いませんが、少しスロープ状になっている部分もあるのかしら
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というところがちょっと気になりましたので、お願いします。 

【石田部会長】  ほかにどうですか、時間節約のためにまとめてレスポンスを頂ければ

と思いますが。どうぞ。 

【兵藤委員】  大変いろいろな取組をされて、興味深く拝聴いたしました。１つだけ簡

単な確認なのですが、１０ページの左側のレーザープロファイラ調査です．、これは災害が

起きる前にこういうデータがあって、不安定ブロックがあるのは分かっていた。でも、こ

れは本当に不安定ブロックというのは、後から不安定だと分かったのか。こういうレーザ

ープロファイラで至るところを調査すれば、この不安定ブロックというのがあらかじめ判

別できるものなのかという、そういった技術的な可能性についてちょっとお伺いしたいと

思います。 

【石田部会長】  ほかにいかがですか。 

 根本先生、どうぞ。 

【根本委員】  ４ページですけれども、球磨川のところで橋がたくさん流されたことが

示されています。これから橋を１０年、２０年かけて再建することになるのでしょうか。

ところで、一度橋を造ると、今は１００年はもつように造ると思うんです。こういう災害

がどれぐらいの頻度でこれから起こってくるのかということを考えると、造り方も少し工

夫があってもいいんじゃないでしょうか。 

 例えば、この４ページの写真だと、両側の上部工も残っていますね。結局、水の圧力と

いうのは真ん中で一番強くかかってと思うわけです。そうすると、よく登山道で、流れる

ことを前提としたような橋とかありますけど、真ん中のところだけはちょっと安く造って、

２０年に一遍ぐらい流れてもいいような、そういう道路設計というのはあってもいいんじ

ゃないかと思いました。素人考えなんですけれども、そういうのを研究もする価値がある

んじゃないかと思いました。 

 以上です。 

【石田部会長】  ありがとうございます。どうぞ。 

【草野委員】  本当に災害時のオペレーションソフト対策に関して、これだけ劇的に進

んでいて、すばらしいなとちょっと思いました。 

 あと１点、５ページのところで、大規模な崩落が起きているんですけれども、定点観測

しているところ、対象外だったと先ほどおっしゃられた。それは、何かしら、その対策的

なことというのは可能なのでしょうか。その辺りをお聞かせください。 
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【石田部会長】  羽藤先生、手を挙げられていますので、お願いします。 

【羽藤委員】  令和２年の７月豪雨において、私も球磨まで高速道でアクセスできて、

非常に高速道路の整備効果を実感したんですけれども、そこから先は寸断されていたり、

あるいは廃棄物の運搬で渋滞がひどかったです。災害時の道路オペレーションについては、

一般国道も含めて、事前復興というか、事前協議をリードするような場づくりを、国交省

さん主体でというか、音頭をとるようなことをお考えかどうかということをお聞かせくだ

さい。 

 もう一点は、鉄道もかなり今回、災害で寸断されています。東日本大震災以降、ＢＲＴ

という選択肢が生まれていて、道路側も、鉄道路とでも言えばいいのか分かりませんけれ

ども、ＪＲ、地元との協議とか、道の駅の活用など、無電柱化なども入ると思いますけれ

ども、鉄道の代替路としての道路の評価というものは、この便益の評価みたいなことも含

めて、災害時、特に重要になってくると思いますけれども、そういったことをお考えかど

うかお聞かせいただければと思います。 

 以上です。 

【石田部会長】  ほかにありませんか。私からも、すみません、２点あります。１つは、

何年前でしたっけ、道路法を改正して、道路敷のすぐそばにある立木は何とか管理の対象

にできましたけれども、今回みたいな５００メーター離れたところのレーザープロファイ

ラで分かったようなところということに対して、どういうふうなマネジメントをしていく

かということ。 

 それとか、民地に立っている電柱が倒れたときにどうするかみたいなこともあるので、

あのものを拡充することが大事なんじゃないかなと思いましたので、強靱化の対策期間の

延長が何とか日の目を見そうなので、そういう中でぜひ取り組んでいただければありがた

いということ。 

 ２点目は、羽藤先生もおっしゃったんですけれども、事前復興ということをどう考える

かということで、事前復興のために新しい施設、インフラを造るというのは、なかなか財

政事情が厳しい折から無理だと思うんですけれども、今、計画に上がっているものの改築

とか、あるいは新設を事前復興の視点でちょっとだけよくすると、大きな効果が出てくる

のではないかなという気がするんです。 

 非常に具体的に言うと、今日も４車線化で助かったと書いてありますけれども、４車線

にしたって、離隔がなければ同時に押し流されてしまいますから、やっぱり離隔が非常に
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大事だと思うんですよね。トンネルの坑口付近は結構離隔があるものだから助かっている

例が多いですけれども、そうでないところで、どういうふうに、ちょっとした設計変更を

するとか、計画変更をするかみたいな、そういう可能性の検討というのは結構大事じゃな

いかなと思っています。 

 そういうことというのは、ほかにもいっぱいあるかも分かりませんので、ちょっと御検

討いただければと思いました。 

 もしよろしければ、簡単にレスポンスください。 

【道路防災対策室長】  １つ目、大串先生のほうからおっしゃられました、階段のとこ

ろがスロープにというようなお話がございました。物理的にスロープができないところも

ありますけれども、全てというわけではないんですけれども、そういうことも念頭に、今

後、整備を進めていきたいなと思ってございます。 

 兵藤先生がおっしゃられたＬＰ調査の可能性でございますけれども、これも昨年、前回

の３か年プログラムでようやく直轄国道は、ＬＰ調査で全線をとり始めたというところで

ございます。まだ、技術的にどこまでがというところは、今まさに検討しているところで

ございます。ただ、有効にうまく活用できるんじゃないかと思ってございますので、こち

らにつきましても、引き続き検討を進めていきたいなと思ってございます。 

 それから、根本先生から言われました橋の強度でございます。水圧自体は、確かに真ん

中が強くなるというところでもございますが、例えばの例でございますと、今回高欄に流

木がいっぱいたまって、そこが水流を強くしたというようなことも、何となく分かってき

ています。 

 そういう意味で言いますと、ああいうときにぱたっと欄干だけが倒れるみたいな構造に

しておくと、橋だけは流されないみたいな、そのこともできるのかなというのは、ちょっ

と議論をしているところでございます。そういうような構造の工夫も進めていけたらなと

思ってございます。 

 草野委員から頂きました、対象外のところだったところは、どんな対策がというところ

でございます。基本的には、なかなか対策を１００メーターとか２００メーター上まで全

部というのは無理なんですけれども、こういうことが分かれば、先ほど石田先生からもあ

りましたけれども、少し離隔をとって、土砂が落ちてきても道路には行かないとかいうよ

うな対策みたいなことも考えられるのかなと思っています。それらの対策については、全

部抑えるだけじゃなくて、落ちてきても、止められるみたいな対策ということも少し念頭
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に置きながら進めていったほうがいいのかなと思います。 

 それから、羽藤先生から御指摘いただきましたネットワークの関係、整備局、国が中心

となっているというところでございますけれども、この災害に強いネットワークにつきま

しては、地方小委員会の場で御審議いただきながら、地方の方々とも連携して、どういう

ネットワークが必要かというような観点で検討を進めているところでございます。まさに

直轄高速もそうですし、県が管理しているような地域高規格道路なども含めまして、強い

ネットワークを検討していきたいと思います。 

 それから、ＢＲＴの関係の鉄道の代替道路という観点でいきますと、御承知のとおり、

まだ評価等の軸には入ってございませんが、そういうことは少し念頭に置きながらやって

いくのが、もうそろそろそういう時代になっているのかなと思ってございます。 

 最後、石田先生のほうからありました沿道区域制度、今２０メーターしかかけられない

ということでございます。ここまで１００メーターとか２００メーターまでかけるかとい

うのはあれですけれども、今回の拡充、この災害もそうですし、例えば先ほど言った電柱

なども含めて、どういうふうにやると、うまく機能が発揮できるかというのは、引き続き

検討していきたいというふうに思ってございます。 

 それから、事前復興の観点でいきますと、先ほど言った高欄のケースもそうですけれど

も、いろいろな工夫で強くできるというようなところがあります。それを取りまとめて、

早く計画設計に反映していきたいというふうに思ってございます。 

 以上でございます。 

【石田部会長】  ありがとうございました。何か追加でありますか。どうもありがとう

ございました。 

 ないようでございますので、次の議題が、予防保全によるメンテナンスへの転換でござ

いますので、お願いいたします。 

【道路メンテナンス企画室長】  国道・技術課道路メンテナンス企画室長の清水でござ

います。資料２で御説明させていただきます。表紙をめくっていただきまして、これまで

の経緯でございますけれども、冒頭、局長の挨拶がありました、昨日が笹子トンネルの天

井板落下事故から８年という日でございまして、この事故を大きな契機としまして、道路

法の改正等を行いまして、これまでの点検、道路管理者、それぞれに委ねられていたとこ

ろを、５年に１回、近接目視という形での点検を義務づけるという形に改正してございま

す。 
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 ５年に１回ということで、平成２６年度から点検が始まっておりまして、２年前、３０

年度に一通り、一巡目の点検が終わっております。今、２巡目に入っているというところ

でございます。１巡目の点検を受けまして、点検の要領の改正もしながら、今２巡目をや

っているということでございます。 

 ２ページ目、維持管理を取り巻く情勢ということです。円グラフがございまして、これ、

５０年を経過した橋梁の割合、あるいはトンネルの割合をグラフにしております。根本先

生から橋、１００年もつというお話もありました。きちっとメンテナンスをしていれば、

日本橋のように１００年たっても大丈夫というところはございますが、一方で、アメリカ

とか、日本よりも先にインフラ整備が進んでいたところが、５０年を過ぎてきたところで

橋が落ちたりとか、そういった事故が見られたということで、１つ、目安として５０年経

過するとどうなるかというのを見たのが、このグラフでございます。 

 現時点、橋で言いますと、約３０％が５０歳以上なんですが、あと１０年もすれば半分

以上が５０歳以上になるということでございます。そうしたことから、我々、しっかり５

年に１回の点検をやって、その状態を診断し、必要な措置をするということのメンテナン

スサイクルを回していきたいというふうにしてございます。 

 次のページ、３ページ目です。この診断の結果というものを、この３ページ目の表の一

番下に判定区分がございます。Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳとローマ数字がございますけれども、Ⅰが

健全、Ⅱが予防保全ということで、人間でいえば、血圧、気をつけてくださいねというレ

ベルがⅡでございます。Ⅲが早期措置段階ということで、これは次回、５年後にやる点検

までには、何らか修繕したほうがいいですねというのがⅢの段階、Ⅳはもう既に支障が生

じている、あるいはもう危ないということで、緊急に措置しなければいけないという段階

でございます。 

 このⅢ、あるいはⅣと、修繕をしなければならないという状態にあるものが、橋で言い

ますと上の表でございまして、全国で約６万８,０００、約７万の橋がその状態にございま

す。橋全体は全国７０万橋ございますので、約１割が修繕しなければいけないという状態

でございます。 

 その修繕が進んでいるのかということを、この表で表しております。真ん中、赤囲みで、

地方公共団体、措置に着手済みの施設数とございますけれども、その割合が３４％という

ことで、修繕しなければならないというのが分かっていながら、着手できているのがまだ

３分の１ということでございます。 
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 右側に細かい年度ごとの点検結果と、それに伴って点検が進んでいるかということを見

ているんですが、地方公共団体の２０１４年の点検結果を見ましたときに、点検して、直

さなければいけないものが１００あるとすると、着手済みのものが５２％と。もう既に５

年経過しているんですけれども、本来なら修繕しておくべきものが、まだ半分しかできて

ないと、既に遅れているという状況にございます。 

 ４ページ目、具体的にどのような老朽化をしているのかということなんですが、このよ

うにコンクリートが剝がれて鉄筋がさびて、むき出しになっているとか、橋の橋脚のとこ

ろが洗堀されて細くなっているとか、こういったことが進んでおります。 

 ５ページ目は、各自治体の状況でございます。日本地図に色分けしておりますけれども、

左側は都道府県ごとに、診断の結果、ⅢあるいはⅣの橋がどのぐらいの割合あるのかとい

うことで、地域によっていろいろ差はございます。そして、右側は、そのⅢあるいはⅣと

判定された橋梁に修繕等の措置を着手しているかという着手率を見ているわけですけれど

も、これも地域によってかなり差が出ているという状況でございます。 

 ６ページ目ですけれども、遷移の状況と書いております。これは、先ほど、あと１０年

たてば５０歳以上が半分を超えると言いましたけれども、当然、高齢化するに従って老朽

化は進みますので、前回の点検で判定区分がⅠまたはⅡということで、まだ修繕はそれほ

どいいですよという段階だったものが、２０１９年、２回目の点検をしております。 

 その５年間の間でどれだけ老朽度が進んでいるかというのを見たのが、左側のグラフで

ございます。２０１４年点検で、青い判定Ⅰとか、黄色いところが判定Ⅱということです

が、２０１４年でⅠ、Ⅱだったものが、５年後までにどうなったかと見ますと、この赤囲

みしているとおり、ピンク色の５％、赤色の０.０２％となりまして、約５％は５年たつと

修繕が必要な状況になってしまっていると。老朽化が進んでいるということでございます。 

 右側を見てみますと、年齢層別の遷移率というのを見ていまして、やっぱり若い橋はそ

れほどⅢ、Ⅳに遷移していないんですけれども、もともと年齢が高い橋については、Ⅲ、

Ⅳにさらに遷移しやすくなっているということが見てとれます。 

 こういった修繕をしっかり進めていただくために、７ページ目でございますけれども、

我々のほうでは、今年度から補助制度というのをつくっております。従来ですと、交付金

という形でお配りしておりますので、いろいろな形で使われるんですけれども、このメン

テナンスの修繕をしっかり進めていただくというために、長寿命化修繕計画を各道路管理

者につくっていただきまして、そういったところに対して修繕をするための補助というこ
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とで、個別補助制度をつくっております。 

 こういった修繕に加えて、８ページ目は、集約化・撤去ということでございます。左上、

少し絵が小さくて恐縮ですが、例えば２つの路線があって、橋が２つ架かっているところ

に、片方の橋を諦めて、手前の橋に向けて付替道路を造る代わりに橋を１個なくすという

ものであるとか、真ん中は、機能の縮小ということで、古くなってきたので、車は通せな

いけれども、人なら大丈夫ということで、人道橋にしてしまう。 

 その横は歩道橋ですけれども、昨今、小学校が統廃合とかされますと通学路ではなくな

るというところは、むしろ、この歩道橋を撤去してしまって、歩道をその分広くして、車

椅子が通りやすくするというふうに機能を転換するというような取組もしております。こ

うしたものについても、先ほどのメンテナンス補助というもので、補助ができるというよ

うな制度にしてございます。 

 ９ページ目です。先ほど遷移の話をしましたが、今、修繕の進み具合で言いますと、一

巡目の点検で約１割ということで、６万３,０００橋の橋が判定区分Ⅲ、Ⅳというふうにな

っております。これが、修繕、どこまで進んでいるか。先ほど３分の１ぐらいですと申し

上げたとおり、約２万１,０００橋が修繕の措置に着手できております。残り４万２,００

０ということなんですが、このペースでいくと順調にいくのかなと見えるんですが、毎年、

大体７,０００橋ずつ修繕に着手しています。 

 一方で、先ほど５％遷移してくるというのがありました。これ実数にすると、約６,００

０橋になります。なので、７,０００、古いものを修繕して借金を返すんですけれども、新

たな借金が６,０００出てくると、老朽化するので出てくるということで、毎年１,０００

ずつしか返済できない。ということは、４万２,０００橋あるので、１,０００ずつだと、

全部なくなるには４０年かかってしまうということなんです。 

 何が問題かといいますと、１０ページ目にメンテナンスサイクルがございますけれども、

本来は、この赤い線の事後保全ではなくて、これ機能の高さで表していますけれども、老

朽化していて、傷んでくる前に、青い線の段階で早めに、要するに大きな病気にならない

うちに、血圧を下げるように体質改善をするということが必要なんです。 

 それができていない結果、トータルコストが右側にありますように、高くなっている。

事後保全をやっているほうが高い。早く予防保全に行かなければ、ますます高齢化が進ん

で大変なるということでございます。 

 加えて、１１ページ目は、今度は舗装の話でございます。今、点検を義務づけておりま
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すのが、橋梁とトンネルと道路をまたぐような大型の附属物、そういったものを対象にし

ておりますが、この舗装がだんだんと、逆に言うと手がつかないという状況で、こういっ

たわだち掘れとか、ひび割れがどんどん進んできています。 

 １２ページ目は、国のほうですけれども、国のほうで２０１７年から全て点検するとい

うことで、これは５年に１回点検するということで点検を始めております。この修繕が必

要なのが、こちらは３段階で表現しておりますけれども、このⅢというものが十数％出て

いるということでございます。 

 １３ページは、自治体のほうでございます。自治体、義務づけとはなっておりませんけ

れども、約８割の団体で点検されております。その点検の結果を見ますと、右側の表でご

ざいます。このⅢの段階の舗装というのが約５万５,０００キロ、特に路盤の打ち替えとい

う、舗装の奥のほう、そこが傷みますと非常に強度が弱くなりますので、表面だけ舗装を

きれいに整えても、またすぐに傷んでしまうということですので、この深い路盤のところ

まで傷んでしまっているというのは、約２万キロということが確認されております。 

 こうしたことの対策の１つとして、１４ページにコンクリート舗装というのを御紹介し

ております。世の中の多くはアスファルト舗装なんですけれども、例えばトンネルの中の

舗装というのは白っぽい鋪装になっていると思うんですが、強度が非常に強いということ

でございます。ただ、コンクリート、鉄筋が入っていますので、埋設物、下水管やら、上

水道やら、ガス管やら、そういった工事があるために鉄筋を切るとか、あるいはコンクリ

ート切ると。 

 そして、コンクリートの場合は騒音も吸収しませんので大きくなるということで、アス

ファルト舗装が増えているんですが、一方で耐久性はいいということで、もう少し適材適

所でコンクリート舗装が増えてもいいんじゃないかなということで、推進したいなと思っ

ております。 

 １５ページ目からは、点検等、あるいは修繕するときの技術的な話でございます。今、

５年に１回点検すると言いましたが、橋だけでも７０万橋ありますので、物すごくたくさ

ん点検をしなければいけない。そして、近接目視ということで、高い橋でも、足場を組ん

で点検すると、非常にお金もかかります。ということで、点検をしなければいけない施設

の絞り込みであるとか、新技術を使って、安く点検する方法というのをどんどん進めてお

ります。 

 １６ページ目を御覧いただきますと、カタログというのが出てきます。新しい技術とい
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うのは、発注者からすると、積算基準もありませんので、どうしていいか分からない。ど

んな技術がいいのか分からない。いろいろな売り込みはあるんだけれども、これ、信用し

ていいのか分からないということがありますので、国交省のほうでいろいろ技術をチェッ

クしまして、カタログというのを作っております。これを使えば、こんなことができます

よと、こういうところに留意して使ってくださいねというカタログを作って、発注者――

コンサルさんのほうも、これを皆見ることできますので、見ていただいて、どんどん新し

いのに取り組んでもらうという取組をしております。 

 １７ページは、技術の内容の進化ということです。今、一番下の緑色のＬＥＶＥＬ１と

いうところで、画像計測とか、非破壊検査、こういったところから始めておりますけれど

も、計測・モニタリングといった技術もいろいろ定めていきたいと思っています。最終的

には、診断の定量化。現場においていろいろなチェックをするわけですけれども、それが

もう少し定量化した形でできないかというところに取り組みたいと思っております。 

 最後、１８ページ目でございます。こういった新技術というものが、ある意味、やる気

がある人が取り組むだけでは駄目で、それが標準として使われていくべきだろうと。それ

を使っていくためには基準が必要であろうということで、道路の様々な技術基準にこうい

った新しい技術を公募していきながら、それを速やかに適用できるような技術基準の整備

というのを進めていきたいという方針を打ち出しております。 

 説明は以上でございます。 

【石田部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、この件についても御意見、御質問を頂きたいと思います。いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

【根本委員】  １０ページの、いつも出てくる予防保全のメンテナンスサイクルについ

てコメントします。これを実行したいんだけれども、現場で判定区分Ⅲとか、Ⅳとかがた

くさんあって、その工事をしているうちに、判定区分ⅡだったものがⅢとかⅣになっちゃ

う。すると、いつまでたっても予防保全できないじゃないかというお話ですよね。 

 じゃ、どうするのか。これはやっぱり方法論を考えていかなければ駄目だと思うんです。

簡単に割り切るなら、判定区分Ⅳの工事をするのと、判定区分Ⅱの工事をするのと、どっ

ちがＢ／Ｃが高いかということだと思うんです。予防保全の理論は、橋を構造物としてし

か見ていないんだけれども、その構造物の上に車が走っているわけですね。だから、Ⅳの

道路なんだけれども、例えばそれは極端な例で言うと、過疎地の道路で１０年後には近隣
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に人が住んでいないと。そうしたら、１０年たったら壊れてもいいじゃないかと、極端に

言えばです。 

 そういうことで、これは判定区分Ⅱだからやるべきだ、Ⅳだからやるべきだと言っても、

それは交通量との関係、それを直すことがどれだけ意味があるかということの評価で決ま

ってくるわけです。新しく橋を造る場合もそうなんですけれども、新しい橋を造ると、Ｂ

／Ｃが１.５だと。だけれども、この予防保全をしたら１.８だと。そうしたら、しばらく

新しく橋を造らないで、重点的に１０年間は予防保全をやろうじゃないかということもあ

ってもいいと思うんですよね。交通量を考えて評価しないと、やるべきだ、やるべきじゃ

ないという話は出てこないんじゃないかと。 

 以上です。 

【石田部会長】  ちょっと言わせていただくと、Ｂ／Ｃだけで全てがクリアになるとは

思えないけれども、すみません、やっぱり、今、広域のネットワーク議論をされているわ

けですよね。そういう中での位置づけをどう考えるかとか、あるいは、これが通れなくな

ることによる迂回率みたいなことをどう考えるとか、あるいは、危ないから通行止めにし

ましょうみたいな可能性のあるところには、もうちょっと点検を頻繁にするとか、あるい

は、それを含む路線は、交通流動からすると相当性格が変わるから、その辺の新しい活用

の方策も、地域の皆さんと一緒にしましょうとか。 

 そういうことをいろいろしながら、全部一律に修繕するんだということではなくて、何

かもうちょっと、その中での重点化みたいなことはちゃんと考えないと、全体として、物

すごい不幸なことになりますね。だから、そういうことをどう避けるかみたいな、そうい

うところの方法論をぜひお考えいただければなと思いました。そういう意味では、根本先

生と全く同感です。 

 ほか、いかがですか。羽藤先生、手を挙げているけれども、どっちが先でしたか。では、

羽藤さんから。 

【羽藤委員】  ４万２,０００橋問題とか、５万５,０００キロ問題というのは、当然早

くやれば長寿命化できるわけで、多分交通量も含めてポートフォリオづくりと、あと発注

支援が重要だと思いましたけれども、カタログ化というのは非常にいい試みだなと思いま

した。 

 地方創生なんかでも、地方創生図鑑といって、自治体さんが発注しやすいというか、仕

事の仕方をイメージしやすいような取組を進めていますので、ぜひこの維持管理でも進め
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ていただきたいと思いました。 

 あと、最後１点は、道路管理においては、多分国道工事事務所の出張所が結構重要かな

と思うんですけれども、これだけ維持管理の仕事が増えてきているときに、そこの人員確

保みたいなことというのはちゃんとうまくいっているのかどうかということがちょっと気

になりましたので、その辺り、もしお分かりでしたら、お教えいただければと思いました。 

 以上です。どうぞ。 

【石田部会長】  では、久保田先生、どうぞ。 

【久保田委員】  久保田でございます。２つほど、簡単なことなんですけれども、まず

６ページの右側のグラフで、遷移状況別のランクが出ていますけれども、これと、先ほど

の話題で、球磨川の橋が落ちたという話があって、平成８年の示方書の基準には未対応と

いうお話がありました。このグラフを見ると、平成８年以前に造られた橋がもちろんある

わけですね。こういう橋のうちの、特に豪雨で危ないとか、今の話題のように重要だとい

う橋が対象になった場合に、いわゆる維持管理、補修という方針でいくのか、あるいは、

場合によっては造り替えるというか、基準に合わせるというか、どういう方針で昔の橋に

ついて対応されているのかというのを、教えていただきたいのが１つ。 

 それから、後半で、目視の話が出てまいりました。道路の件なんですけれども、私の記

憶だと、これ平成２６年ですかね、あのときに、最初は近接目視等となっていたのを、あ

えて等をやめて、近接目視とはっきりと規定されたと記憶しております。今回、こういう

ふうになっているというのは、技術が進んできたので、例えばドローンも近接目視だとい

うふうに判断されているということなんですよねということを確認したくて。 

 つまり、となると、ほかにも多分近接目視という概念の中に入れたくなるような、いろ

いろな技術というのは今後出てくるような気がするんです。等と近接目視の違いをどこま

で厳密に、これから新しい技術が出てきたときに判断されるのかを教えていただきたい。 

 以上です。 

【大串委員】  すみません、私も、カタログ、非常にいいものだと思いますし、大賛成

なんです。そうすると、今、新技術、結構いろいろ開発されていまして、私、新潟にいた

ときに、電機メーカーの方と、道路事業者の方と一緒に、新潟市に新技術を売り込みとい

いましょうか、ちょっと試させてくれということで、お話をしに行ったんです。やっぱり、

現状の調達関係の中で、新しい技術をどんどん入れるというのもなかなか難しいと。それ

を考えたときに、カタログに載るというのは、とてもいいことだなと思う反面、じゃ、そ
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のカタログに載るにはどうしたらいいのかというふうに、今、新技術をいろいろ開発され

ている方は思っていらっしゃると思うんですよね。 

 なので、その辺ちょっと、明朗会計じゃないですけれども、コンテストをやるでも、何

でもいいんですが、どんどん取り入れて、いいものはしっかりと、このカタログに載せま

すよ、毎年ちゃんとリニューアルしますよというところを押さえていただければ一番いい

かなと思いました。 

 以上です。 

【石田部会長】  どうぞ。 

【草野委員】  生活習慣病に例えたお話、よく分かりました。まず、そもそも、橋１つ

とっても、どのくらいもたせたいんですかというのを、１つお聞きしたいなと思ったのと、

何か目標値が見えないというか、どこが完成形なんですかというのが、ちょっと分かりづ

らいなと思ったのが１つ。 

 これ、橋も道路もそうなんですけれども、地域住民にとっては本当に命綱みたいなとこ

ろがありますね。一番よくその現状を分かっていたり、こうしてほしいなという思いがあ

ったりするのは、その地域の人たちで、地域住民とか利用者は、これを長生きさせるため

に、何をしたらいいんでしょうか。 

 つまり、何かできることがあったら力になりたいんだけれどもと、きっとみんな思って

いると思うんだけれども、そういう働きかけというか、何かそういうアイデアがあったら、

もっと提示していただきたいし、こういうところは協力してくださいと呼びかけをしても

いいと思います。 

 何か、天から降ってくる与えられたものみたいに道路や橋みたいなものがあるのではな

くて、やっぱりどういうふうにしていったら、私たちも力になれますかという思いをどこ

かでくみ取れるような仕組みというのはできないだろうかと、この報告を聞いていて思い

ました。 

 以上です。 

【石田部会長】  兵藤先生、どうぞ。 

【兵藤委員】  今の草野委員と同じ意見なのですが。例えばこの８ページの真ん中にあ

る歩道橋の撤去なんですけれども、私も七、八年前、とある県の道路審議会で、歩道橋撤

去のマニュアルというのをつくったことがございました。そのときに、やっぱり住民との

合意形成とか、そういったことをかなり丁寧にやらないとうまくいかない。そんな経験が
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ありましたね。 

 まさに今、草野委員が言われたような、住民との対話だとか、合意形成、意見を反映さ

せるという、そういう項目が抜けているなと、私も同じ意見でございます。 

 以上です。 

【石田部会長】  最後に、ちょっと違うこと言っていいですか。大型車、特に重量車の

管理をどうするかということが極めて大事になってきて、ＥＴＣ２.０とオンボードウェ

イイングの補助をやると、その辺、累積の重量管理というのはかなりできるんじゃないの

かなと思いますので、そういうことも視野に入れたほうがいいなと思います。 

 今日、橋中心だったですけれども、トンネルも、古いトンネルの盤膨れというのは結構

深刻な問題だと思うんです。インバートをやるときに、特に暫定２車線区間というのは本

当に工事、難しいですよね。そのためにも、やっぱり４車線化を早くやると、圧倒的に工

事期間とか、工費が安くなりますので、そういうこととの連携もいろいろ考えていかない

と駄目かなというふうに思うんです。 

 だから、この中だけで閉じ籠もっていると、解がなさげに見えるんだけれども、そうで

はなくて、道路局が持っておられるパワーをここに総結集するみたいな。ほかのところに

も……。ここだけではなくて、全面的に総結集したらいいんですけれども、そういうふう

な雰囲気がちょっと足らないかなと、そういう印象を持ちましたので、よろしくお願いし

ます。 

 どうぞ、お願いします。太田先生、どうぞ。 

【太田委員】  聞こえていますか。ちょっとトラブルがあって、今、スマホでお話しし

ています。予防保全というのは非常に大切なことだし、長期的にコストを下げるので、ぜ

ひ強力に進めていただきたいと思っています。 

 その一方で、今回のコロナ肺炎のために地方財政というのは結構傷んでいるわけです。

その結果として、メンテナンスのために特定財源があるわけではないので、取りあえずそ

れは置いておいて、目の前の対策をしようという傾向が出てくる可能性があります。実際

問題、感染症対策よりもＧｏＴｏを優先するという傾向が、国としてもあるわけです。 

 そのようなことが起こると、恐らくここ二、三年の間は、メンテナンスのほうまで、費

用を割くということ、財源を割くということは難しくなるのではないかと懸念しています。

そのために何らかの措置をしなければいけないというのが１つ。 

 もう一つは、マッチング補助をしても、結局、各自治体が自腹で費用を出せないという
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ことになりますと、当然やはり対策が遅れると思います。そのため、今後二、三年の間は、

特にどういうような状況になっていくのかとか、どのぐらい保全がなされていくのかとい

うことを、しっかりと精緻にモニターしていただきたいと思います。 

【石田部会長】  ありがとうございました。では、レスポンスをお願いします。 

【道路メンテナンス企画室長】  ありがとうございました。まず、根本先生から、Ⅲ、

Ⅳをやっているうちに、逆にⅡが手がつかなくて、それがⅢになってしまうという話がご

ざいましたし、構造物だけで捉えるのではなくてというのは、まさにそのとおりだと思っ

ております。 

 一個一個の個別の橋、この橋の長寿命化計画というのももちろん要るんですけれども、

やっぱり地域として、道路ネットワークとして捉えたときに、どう優先順位をつけていく

かという計画をしっかりつくってもらう必要があるのではないかなと思っています。なの

で、我々、補助するときにも、例えば撤去については、まず検討すらしていないところも

ありますので、そういうことも含めて、しっかり検討した上で、この橋について修繕のお

金をくださいというふうにしてもらう、そういう仕組みにしていきたいなと思っておりま

す。 

 具体には、どこを撤去するかとかなったときには、兵頭先生もおっしゃったように、合

意形成のところとかをやっていかなければいけないんですけれども、なかなか実際に今ま

であるのが当たり前だという生活をされていらっしゃるところで、撤去をする、その合意

形成を図るという取組自体がほとんどまだ行われていないのかなと思っています。 

 富山市などでもやり始めたりとか、トリアージという形でやったりしているんですけれ

ども、まだ地元に入っていってというところはほとんどまだされていないので、そういっ

た先進的なところを我々もしっかりサポートして、それをいろいろなところに普及させて

いくことによって、そのノウハウも少し身につけられるようになればいいかなと思ってい

ます。 

 その前提として、石田先生からもありましたけれども、そもそも大型車が通っていると

ころなのかとか、そういう交通の状況とかというのと、今全然リンクができていないと。

この道路は国道で、交通量はこれぐらいですよ、ぐらいはあるんですけれども、しっかり

今のＥＴＣのデータとか、そういったものと結びつけるような、データプラットフォーム

というのをやっぱりしっかりつくっていって、そういう分析を精緻にしていくとで、多分

劣化の仕方というのはもう少し予測ができるだろうとか、そういうことにもつながってい
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くと思います。 

 今は、とにかく笹子があって、まず全部点検しましょう、とにかく５年に１回だ、とに

かく５年後までに修繕だと言っていますけれども、少しその濃淡をつけなければいけない

なと思っております。 

 先ほど説明の中で、１５ページのところに、点検対象の絞り込みというのも書かせてい

ただいたんですけれども、例えば高速道路の上に架かっている橋というものと、やはりち

ょっとした水路をまたいでいるだけの橋だと、コンクリート片が落ちてきたときの被害の

程度も違いますので、そういったところで点検する内容とか頻度も、少し工夫していきた

いなと思っております。 

 久保田先生からも、近接目視等の「等」を今回も入れたということは、我々技術の発展

というのを評価して、近接目視と同程度の内容のものができるだろうと。それを技術者と

してもちゃんと判断できるという場合においては、それも近接目視扱いということでいい

ですよというふうに、周知をさせていただいています。 

 羽藤先生から、出張所が非常に大変重要ではないかという御指摘を頂きました。我々も

そのような思いはあるんですけれども、一方で、定員削減というものもあって、出張所の

人間が減ってきているというのも事実でございます。長い目で見ると減ってきております。

我々のほうも、幾つか今、４地方整備局なんですけれども、道路メンテナンスセンターと

いうのを、事務所扱いになるような、事務所長がいるメンテナンスセンター長というのを

置いて、例えば事務所単位でなくて、整備局全体の診断を一元的にその人が見るというよ

うな仕組みで、少しその専門家も育てながら、この点検修繕というところに特化した組織

力を上げていこうというような取組で、何とかやっていきたいなと思っております。 

 ちなみにメンテナンスセンターのほうは、地方自治体の技術的な支援というところもや

っていただこうということで、今動かし始めているところでございます。 

 太田先生からの、地方財政が厳しくて、当面メンテナンス、金が回らないのではないか

と、我々も危惧しております。今般の総理からの発言もありましたけれども、今後５年間

で１５兆円規模の対策を、防災、減災、国土強靱化をやっていくという中で、我々も、や

ろうという自治体に対してしっかり手当てしていきたいと思っています。 

 一方で、やらなければいけないことに目をつぶる自治体というのが出てくると、それは

よくないという思いがあります。従来から、道路メンテナンス年報という形で、どの自治

体がどの程度老朽化が進んでいて、そして着手率はどうなっているかというのは、これ、
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全部ホームページで公開しています。 

 市町村ごとに熱心にやっているか、やっていないかというのが見えるようになってきて

います。ただ、多分それが地域の方々に見えていない。地域の方々に見えてくると、自分

のまちの現状が分かって、これ、このまま放っておいて大丈夫なのということになってく

ると、もう少し自治体としても意識が転換していくのかなと思っています。 

 草野さんからの御意見でありました、じゃ、市民が何か力になれることはないのかとい

うことで言いますと、例えば舗装の話でひび割れとかがありました。ひび割れて、水がど

んどん浸透していくと、それが路盤を傷めてしまって、寿命が縮まります。ですので、例

えばふだん使われている中で、ここで、これ、壊れているんじゃないのというようなとこ

ろを、スマホとかで通報できるような仕組みを取り入れる自治体とかがあります。直轄と

しても、そういうのは入れられないかとか、自治体に普及させていきたいと思っています。 

 そうすると、じゃ、橋がどれぐらいもつのかと言われたら、ちゃんとメンテナンスでき

ているところが、さっきの１００年もつところもありますので、やっぱり５０年で終わる

んじゃなくて、早くケアすることによって寿命を伸ばしていきたい。どこまでというと、

まだ分かりませんけれども、１００年ぐらいもつのを目標に、しっかりやっていきたいな

と思っております。 

 技術的なところでもう少し、技術企画室のほうから。 

【技術企画室長】  技術企画室長、森下と申します。大串先生からカタログのお話を頂

きました。２巡目が始まった昨年に、カタログというのをちょっとトライを始めました。

昨年１６技術から始まりまして、今年、２巡目の２年目で、今８０技術に拡大をして、ま

だ半年ぐらいしかたっていないんですけれども、早速いろいろ評価もいただいていますし、

業界からもお問合せ等も頂いておりますので、さらに拡大していこうということで、今新

たな技術の募集の準備をしている真っ最中でございます。 

【大串委員】  できれば、例えばパンフレット化するのではなくて、ネットとかで確認

して、どんどん入れていっていただけるようなスピード感というのも、とても大切だと思

います。 

【技術企画室長】  ありがとうございます。今、システム、検索できるようにしようと

か、アクセスしやすいようにしようという工夫も、併せて今、準備しているところでござ

います。 

【大串委員】  ありがとうございます。 
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【技術企画室長】  ありがとうございます。 

【石田部会長】  ありがとうございました。司会の特権をちょっと活用して、２つ申し

上げたいんですけれども。本四架橋、誰も架け替えるみたいなことを考えていませんよね。

あれぐらいのちゃんとした体制をすると、多分そうならないと思うんです。世の中にメタ

ルの橋で、２００年以上たっている橋、結構ありますので、やっぱりその辺、ちゃんと目

指すような体制をどう構築するかということが大事かなと思いました。 

 それと、羽藤先生の出張所の話、非常に大事だと思うんです。でも、実際にほとんど人

はおられないですね、所長さんと係員さん１人か２人ぐらいのところがほとんどですよね。

これは、除雪でも同じ問題があるんです。にもかかわらず、発注の仕方が全部仕様発注な

んですね。状況をちゃんと把握できないにもかかわらず、それに対しての方策を仕様とし

て発注するというので、ちょっと実情にそぐわないんじゃないかなという面もあって。 

 性能発注というのを、もうちょっと真面目に考えたほうがいいんじゃないのかなと。カ

タログ化とも絡みますけれども、そんな思いもありますので、何とか人手不足の中で、み

んなの力でいいメンテナンスというのを構築せんといかんかなというふうに、ちょっと考

えた次第であります。ありがとうございました。 

 それでは、３つ目でございまして、踏切対策の推進です。お願いします。 

【道路計画調整官】  それでは、資料３で御説明させていただきます。踏切対策の推進

についてということで、１ページを御覧ください。踏切の現状でございますが、踏切道改

良促進法が昭和３６年に施行されまして、もう６０年ということでございます。その結果、

７万か所ぐらいありました踏切が、現在は３万３,０００か所ということで、半減してきて

いるというところでございます。 

 ２ページ目を御覧ください。事故の状態なんですが、踏切事故につきましては、２日に

１件、４日に１件は死亡事故が発生するという状況です。死亡者、昨年度は８４名いらっ

しゃいますが、半数が６５歳以上という形になっています。渋滞につきましても、ピーク

時遮断時間が４０分以上、いわゆる開かずの踏切と呼んでいるものにつきましては、全国

で５００か所、遮断時間ですとか交通量ともに多い、いわゆるボトルネックと言っている

ものにつきましては全国で６００か所以上ございまして、まだ課題が多く残っているとい

うところでございます。 

 次のページを御覧ください。そういった中、平成１９年から、交通量、また、遮断時間

という客観的なデータに基づいて、それに合致する箇所を、緊急に対策の検討が必要な踏
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切道という形で抽出しまして、そこを中心に対策を推進してきてございます。平成２８年

には、いわゆる我々、カルテ踏切と呼んでいますが、そういったデータに基づいて抽出さ

れた踏切道をカルテにして公表しているところでございます。 

 左下にカルテの基準がございますが、そういった数値基準に基づいて抽出されたものを、

平成２８年６月に１度抽出し、公表してございますが、全国で１,４７９か所ございます。

この箇所の事故率を見てみますと、やはり平均より高いといったところで、そういったと

ころを中心に対策を進めていく必要があるというところでございます。 

 ４ページ目を御覧ください。踏切道改良促進法についてですけれども、この法律は５年

間の時限となってございまして、今年度が指定期限末になるということでございます。平

成２８年に直近の改正を行っているんですが、平成２８年には指定期限を５年間延長いた

しました。踏切道指定基準に該当するような課題のある踏切につきましては、鉄道事業者、

道路事業者で改良方法がもう合意できていなくても、大臣が指定するといった形に改正し

たところでございます。 

 次のページ、御覧ください。その改正の効果です。左側が法指定の数なんですが、従前

に比べまして、この５年間で５倍以上の法指定をしたということでございまして、１,１８

０の踏切を指定したところでございます。その指定した１,１８０の踏切につきましては、

約６割は対策が完了と。２割は事業中、残り２割については、今年度末までに改良計画を

つくって、いつまでにどういう改良するかというのも決めていただくという形で、対策の

ほうも着実に進んでいるというところでございます。 

 ６ページ目でございますが、いわゆるカルテ踏切に着目してみるとどうなのかといった

ところでございます。左下、円グラフがございますが、カルテ踏切自体は、先ほど申し上

げたとおり１,４７９か所ございます。約２割で対策が完了してございまして、事業中、ま

た、改良計画の策定といったものでは大体３割ぐらいございますので、約半分のカルテ踏

切で対策が決定し、対策が進められているといったところでございます。 

 ７ページ目を御覧ください。平成２８年の改正により、もともと改良方法を指定しなく

とも、決めなくても指定できるという形になりましたので、指定された後、道路管理者と

鉄道事業者でどういう改良方法をとろうかという工夫が出てきたということでございます。 

 その事例として３つ挙げてございます。１つは、改札口の追加。これは駅舎に改札口が

１個しかないということになりますと、踏切を渡って改札に行くという構図が当然発生し

てしまいます。新たにもう一個つくれば、改札に行くのに、ボトルネック踏切を通らずと
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もいけるというような対策がとられるということでございます。 

 ２つ目が、滞留交通を考慮した踏切の拡幅ということです。遮断機が降りている間は歩

行者がずっと滞留するわけです。そうすると、その滞留した歩行者が車道側に出てくる。

踏切が上がると、みんな一斉に渡り始める。そうすると、車と歩行者が錯綜するような、

非常に危険な状態が生まれるということでございますので、踏切の手前のところに、少し

滞留空間を持たせて、踏切のところは少し拡張するというような対策もとられているとい

うことでございます。 

 ３つ目は、踏切周辺対策ということです。従前、いわゆるボトルネック踏切を通ってい

っていた交通を、少し先まで延ばせば立体しているところがあるということでございます

ので、そちらに誘導できるように周辺道路の整備をすると。それに併せて、ボトルネック

踏切は除却してしまうというような形で、交通の転換を図りましょうといった取組につい

ても、進められてきたところでございます。 

 ８ページ目でございます。ここまでは、課題というか、成果として御説明しましたが、

８ページ目からは、一方で課題がまだ残っているというところでございます。カルテ踏切

につきましては、先ほど半分程度は進んできていると御説明しましたが、逆を返せば、半

分はまだ未指定ということで残ってございます。 

 その中を詳細見てみますと、いわゆる開かずの踏切、自動車ボトルネック、歩行者ボト

ルネックというもので９割占められております。こういったところにつきましては、対策

をするにはやはり連続立体交差事業ですとか、単独での立体という形になりますので、事

業をするには１０年、２０年かかってくると。計画策定するにも、かなり地域の方との合

意形成、事業者との合意形成、そういったもので非常に時間がかかる、難易度が高いとこ

ろが残っているというのが現状でございます。 

 こういったものを、今の５年間に限られたこの法律で指定しようとした場合の課題が右

側にあるんですけれども、５年間で指定し、その５年間の中で改良、もしくは計画を立て

ていただかないといけません。先ほど申し上げた連続立体とか、単独立体で時間がかかる

ようなものを指定しようとすると、そもそも５年間では調整ができずに、なかなかこうい

ったものについては指定ができないですとか、また、指定期限が近づいてくる。 

 今年がまさにそういう状況になるんですけれども、近づいてくると、実際に改良するで

すとか、計画をつくる時間的余裕が全くない状態になりますので、次に改正されたら、そ

のときに指定しようかということで、先送りをしてしまうような状態が発生するというと
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ころでございます。 

 ９ページ目を御覧ください。今の実際やっている対策を見ますと、真ん中ぐらいの円グ

ラフですが、この５年間で指定したものについて、５年以内に対策が完了するのが約３割、

５年以上かかるものが７割ということで、大分時間がかかるものが中心になってきたとい

うところでございます。先ほど申し上げた、いろいろな改良方法も多様化がしております

ので、やはりこの踏切対策がしっかり進んでいるのかといったものをチェックする、見え

る化していく必要があると考えております。 

 また、改良が終わったところについては、実際に課題が解消されたのかといったことに

ついても、しっかりフォローアップするような仕組みの導入が必要ではないかと考えてい

るところでございます。 

 それと、次、１０ページ目でございます。高齢者等の交通安全対策、踏切対策でござい

ます。こちらにつきましては、平成２７年に高齢者等による踏切事故防止対策というのが

まとめられました。左下に書いているような対策を実施していこうということで進められ

てきましたが、基本は鉄道の保安設備を中心に進められたといったところでございます。 

 例えば一番多いのは、左下にｇでありますけれども、警報器、警報灯をちょっと低い位

置に設置したりとか、全方位ということで、いろいろな方面から見れるような形に変える

とか、こういった保安設備を中心に対策が進められてきたというところでございます。 

 ただ、冒頭申し上げましたとおり、踏切事故の現状を見ますと、半分以上が６５歳以上

の方が死亡事故に遭っていると。しかも、歩行者として事故に遭われているということが

多いということでございます。 

 １１ページを御覧ください。そういった中、バリアフリーの観点で、全国の主要鉄道駅

周辺の高齢者の利用が見込まれる道路につきましては、バリフリ法で特定道路と指定して

推進をしてきたところでございます。これ、平成元年７月にこの対象を拡大してございま

す。左下の図にあるところで、青が従来のもので、駅と福祉施設を結ぶ道路を特定道路と

して指定していたんですが、その対象を拡大しまして、福祉施設相互を結ぶ道路も追加で

指定したと。この赤点々のところがまさに追加されたところでございまして、結果的に特

定道路上に踏切が存在するような形になっているということでございます。 

 右側に踏切道の数がございますが、従前であれば６３か所というところでございました

が、指定道路が拡大したために３４５か所、こちらについても踏切があるというような形

になってございます。そういったところの踏切の今の指定状況を確認しますと、約２７０
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か所はまだ未指定ということでございますので、こういったところの対策も推進していく

必要があるということでございます。 

 ここまでが平常時の話なんですが、１２ページ、これ災害時の問題でございます。これ、

平成３０年６月に大阪北部地震で発生した事象でございます。列車が駅間で非常に多く停

止しまして、踏切道が長時間にわたって遮断されたということでございます。具体的に申

し上げますと、右側の摂津市の例を見ていただきますと、赤で囲っていますが、消防署か

ら救急先、目的地と書いていますが、そちらに行くルート、従前で行けば坪井踏切を渡っ

て、青の点々ルートで行くところなんですが、この坪井踏切が約９時間遮断されたと。 

 その結果、立体交差しているところから行かないと、鉄道の向こうに行けないというこ

とでございますので、大きく迂回をして救急先に行ったということでした。従前なら７分

で行けるところが、４２分かかったということでございます。やはり関係機関間で、ここ

の踏切は遮断されていますよとか、いつ頃開きますよとか、そういった情報は共有されて

いなかったというところが課題として浮き彫りになりました。また、そもそも立体交差箇

所も少ないといったところも課題として出てきたというところでございます。 

 １３ページを御覧ください。こういった状況を踏まえまして、左側はハード的な対応と

しまして、国土強靱化の３か年緊急対策としまして、長時間遮断により大幅な迂回が出る

箇所、約２００か所を抽出しまして、そこの立体化を進めているところでございます。右

側は、ソフト的な対応でございますが、総力戦で挑む防災・減災プロジェクトということ

で、緊急輸送道路等にございます１,５００か所の踏切につきまして、地域の消防、警察、

道路管理者、鉄道事業者で連携しまして、災害時にはこの踏切を優先的に開放しましょう

ですとか、迂回路はこうしましょうといったところを決めていくというような取組を進め

ているところでございます。 

 １４ページ目でございます。この取組につきましては、任意という形になってございま

すので、よくよく見ると、鉄道事業者、関係者管理で決めている取組にかなり濃淡がある

ということでございます。この左下に書いております平野踏切の事例は、比較的しっかり

と手順を決めているということでございまして、いざ地震が起きましたら、この下のほう

に桜水駅というのがありますが、そこから踏切を点検できる技術者がこの赤のルートを使

って、国道１３号の平野踏切を見に行きますと。 

 その結果、遮断が発生しているのか、いつ頃開くのかといったものを消防、警察、道路

管理者に連絡しますというような取決めを、覚書という形でしっかり決めているというこ
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とでございます。こういったことを、しっかり各地域でやっていただく必要があるという

ことでございます。 

 １５ページが、踏切対策の課題と対応の方向性でございます。左側は、今まで申し上げ

たような課題を網羅してございまして、右側が対応の方向性でございます。一律、５年間

の指定・改良期限となる今のこの指定制度の在り方につきましても、もう少し個別の踏切

の状況に応じた機動的な指定ができるような方向で検討していきたいというふうに考えて

ございます。 

 改良方法につきましても、新たな工夫も出ておりますので、そういったものを位置づけ

て横展開を図っていきたい。フォローアップで見える化、こういった仕組みも入れて、し

っかりと対策の効果などを評価していきたいと思っております。 

 バリアフリーの対応といたしましても、特定道路上の踏切の指定を推進するとか、また、

そのときの改良方法をしっかりと明確化するとか、そういったことを考える必要があると

いうふうに考えてございます。 

 災害時の管理方法につきましても、任意という形になっていますので、そこはしっかり

と確実に実施されるような制度を創設して、取り組んでまいりたいというふうに考えてい

るところでございます。 

 以上でございます。 

【石田部会長】  ありがとうございました。これについても議論してまいりたいと思い

ます。いかがでしょうかね。お願いします。 

 どうぞ。 

【久保田委員】  地方都市の通学路点検プログラムなんかよく行くんですけれども、非

常に多く踏切の話が出てまいります。そうすると、この３ページにありますが、通学路要

対策踏切は１４３というのは、正直私は非常に少ないなというのが印象です。そう思って

いたところ、横浜の事例というのが出てきたのが、７ページの左下の②の横浜の事例があ

って、踏切の前後を含めて空間を広くしていただくと。実は、皆さんが望んでおられるの

はこれなんです。 

 これを要望してきたんだけれども、特に線路敷内を広げることについては、当然事業者

さんの御理解がないとできないということで、私の知る限り全然できていません。なので、

諦めてしまって、要望が上がらないというのが１４３という結果ではないかと私は推察す

るんです。 
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 教えていただきたいのは、この横浜の事例がどうしてできたのか。例えば事業者さんと

の負担の関係とか、その辺りをぜひ教えていただいて、これがもしできるなら、ぜひこれ

を推進していただきたいというのが私の気持ちです。 

 以上です。 

【石田部会長】  いかがでしょうか。どうぞ。 

【草野委員】  災害時でこれだけ救急車が遅れるとか、消防車が遅れるというのは、ち

ょっとびっくりするぐらいで、これ、ゆゆしき事態ですね。あくまで踏切を超えようとす

るからそういうふうになると考えたら、ちょっと発想的に、踏切を超えないような形で運

用するようなソフトオペレーションみたいなことをちょっと考えないと、この問題はなか

なか解決できないのではないかと思います。 

 だから、そうすると、自治体の枠を超えるとか、そういう……。これ、国交省がやるべ

きことなのか、ちょっとよく分かりませんけれども、そういうアプローチも考えていただ

きたいなというふうに思いました。 

【石田部会長】  ほかにいかがですか。 

 羽藤先生、手を挙げていますね、どうぞ。 

【羽藤委員】  どうも御説明いただきまして、ありがとうございます。踏切の問題がど

うしてもローカルインタレストと申しますか、その地域だけの問題として捉えられがちと

いうことだと思いますので、共有するための工夫が重要かなと思いました。 

 見える化ですとか、単に見える化ではなくて、事業者ごととか、それから指定踏切制度

の中でも、閉鎖されている時間の率、待ち時間、それから久保田先生のお話にもありまし

たような子供の通学の迂回率とか、こういったことを広報していくとか、あるいは周知し

ていくための工夫がないと、なかなか加速していかないと思うんです。 

 この辺りについて、少し工夫しておられる点がありましたら、お聞かせいただきたいと

思いました。以上です。 

【石田部会長】  ありがとうございます。私からも１つ、どうすればいいか全然分から

ないんですけれども、御説明の中で難しいところが残っていると。ここは、ちょっとやそ

っとの期間では、これからもなかなか難しいですよね。考えてみると、こういう問題とい

うのはほかにも結構あって、強靭化全体もそうですし、メンテナンスの問題もそうですし、

そういうことに対して、全体としてどういうスタンスが必要かということを基本政策部会

か何かで、やっぱりしっかりした議論をしないといけないのではないかと思うんですよね。 
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 今、国土形成計画も、社会資本の整備の重点計画も、昔と違って全然何も描けないとい

うのはちょっと言い過ぎになりますけれども、明確にこれをこうやりますみたいなことを

なかなか書きにくい状況にあって、こういう問題というのは、これから多分いっぱい出て

くると思うんです。それに対して、ちゃんとした議論をしないといけないのかなという気

がしています。 

 財源の問題とか、制度の問題とか、合意形成の問題とか、あるいはコミットし過ぎるよ

うな問題もありますので、難しいと思うんですけれども、そういうところをやっぱりちゃ

んと議論しないといかんのかなと、今日の議論を聞かせていただいて思いました。 

 印象だけですので、あまり重く捉えていただかなくても結構でありますけれども、印象

というか希望ですので、よろしくお願いいたします。 

【根本委員】  すみません、ちょっと１つ。 

【石田部会長】  どうぞ。 

【根本委員】  久保田先生の踏切の改良の費用負担の話に少し関連する話をしたいと思

います。最近、富山の高岡の郊外に新駅ができました。小さい駅なんですけれども、自由

通路があるんですね、多分その自由通路は市のお金で整備したんだと思うんです。その駅

舎を新しく造るときに、鉄道事業者と市のお金が入って、上手にうまくやれたんだと思う

んです。 

 この踏切を広くするのも、そういう事業者と市がうまく連携してやっているんだと思う

んだけれども、そういうスキーム。これ、道路局のお金ではないのかもしれませんけれど

も、そういうのを分かっていたら教えてもらっていいですか。 

【石田部会長】  では、すみません、ほかにないようですので、どうぞ、お願いします。 

【道路計画調整官】  まずは、久保田先生からございました、この新しく取り組まれた

②、滞留交通を考慮した踏切の拡幅なんですが、やはり地域でこの事業者、または道路管

理者との粘り強い交渉の中で、実際にできていったということでございます。鉄道事業者

からすれば、踏切を拡幅するというのはかなり嫌がられますので、御指摘のとおり、なか

なか進まないということでございます。 

 ただ、こういった新しい仕組みとか、やり方を特定改良方法という形で定めて、広く展

開していく、こういったことを今後も進めていきたいなと思っております。恐らく負担に

つきましては、道路管理者のほうで出している部分もございますし、手前の拡幅している

部分については、一部、民間の方からここを借りるとか、そういった協定を結んでやると
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いうことも可能かと思いますので、そういったところをしっかりと手当てするという形で

進めていきたいというふうに思ってございます。 

 それと、草野委員からございました、そもそも広域的に連携したほうがいいんじゃない

かというところでございます。確かに、１２ページを御覧いただきますと、この東村踏切

を渡って救急先に行きましょうというのが、１個、事例としてあるんですが、この救急先

に、この摂津市の消防から行けば物すごく近いんです。 

 ですから、これを見たときに、御指摘のとおり、隣町から行けばいいじゃないかという

ふうに見えるところがございます。まさに、そういった広域連携も含めて、今後こういう

長時間遮断に対してどう対処するかというものを、地域で考えていただくといったことを、

しっかりと声をかけていきたいと思った次第でございます。 

 羽藤先生からも、ローカル的なところで、少ししっかりと見える化する仕組みを考えた

ほうがいいのではないかというような御指摘を頂きました。周知の工夫と、カルテ踏切と

いうことで、これまでいろいろな各踏切のデータはお見せして、出しているところでござ

いますが、御指摘のように、待ち時間がどうだとか、迂回率がどうとか、さらに詳細なデ

ータをしっかりと蓄えて、それを見せていくと、また並べていくといったような工夫、仕

組みも今後検討してまいりたいと思った次第でございます。 

 石田先生から、なかなか難しいよねというお話がありましたが、こういう連続立体です

とか、単独立体、非常に時間がかかるということでございますので、その間、即効対策と

して、少し色を塗って歩行空間をつくるとか、最終的な抜本対策までの間に何ができるの

かといったことも、一緒に併せて地域で考えていくということも進めたいと思っておりま

す。 

 それと、根本先生のほうから負担の仕組みというふうにございました。自由通路につき

ましては、道路に指定すれば道路でできます。そういったものに対して支援するような仕

組みもございますが、いかんせん、やっぱり鉄道事業者はかなり経営が厳しいということ

で、なかなか負担が厳しく、最終的には道路管理者、また一般行政たる地方自治体のほう

から要請という形で負担するようなケースが多くなっているというのも、事実でございま

す。 

 その辺り、また鉄道事業者が保安施設をするものに関しては鉄道局から補助を出したり

とか、そういった形で鉄道事業者側からも、しっかりと負担いただくような予算制度もご

ざいますので、そういった中で連携して取り組んでいきたいと考えているところでござい
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ます。 

 以上でございます。 

【石田部会長】  ありがとうございました。追加でありますか。よろしいですか。 

 それでは、今日、最後の議題でございますけれども、令和２年改正道路法の施行につい

てでございます。お願いします。 

【道路事業調整官】  資料４でございます。令和２年改正道路法の施行についてという

ことで、まず１ページ目、お願いします。改正道路法につきましては、本年５月２０日成

立、５月２７日公布ということでございます。全体で改正項目、５つございました。この

うち上から４つ、１番目は、国による災害復旧の代行制度、２点目、民間と連携した交通

結節点造りの推進、３点目、歩行者中心の道路空間の構築、４点目、自動運転を補助する

施設の空間への整備ということで、この４つにつきましては既に施行されてございます。 

 一番下の特殊車両の新たな通行制度の創設、これにつきましては、まだ施行していない

という状況でございます。 

 各項目ごとに簡単に概要を報告させていただきます。２ページをお願いいたします。国

による災害復旧の代行ということでございます。下にマトリックスがございますが、補助

国道、一番下段、地方道、それぞれに対しまして、横方向でございます道路啓開、さらに

は災害復旧、これらを国が代行できるような形での制度改正を行ったというところでござ

います。 

 具体的にこの代行制度を発動した事例が３ページでございます。５月の公布、施行でご

ざいましたが、今年の７月でございました熊本の球磨川の氾濫ということで、球磨川沿い

の道路、さらには球磨川に架かる橋梁等の流出、非常に大きな災害が発生しました。この

被害に対しまして、自治体からの要請を受けまして、この改正道路法を初めて適用する直

轄権限代行による災害復旧事業に着手をしたというところでございます。 

 左側の下に図がございます。代行の延長でございますが、球磨川沿いの両岸、延長約１

００キロございます、橋梁については１０キロ、これらについて国のほうで代行して復旧

をやるというところでございます。 

 現在のところ、被災から約３か月、１０月２３日、全線応急復旧完了ということでござ

います。今現在、緊急車両であったり、あるいは生活交通等の交通の確保はできていると

いう状況でございますが、これから橋梁の架け直し等々の大きな工事が動いていくという、

そういう状況でございます。 
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 次のページをお願いします。民間と連携した新たな交通結節点づくりの推進というとこ

ろでございまして、左側の下に図がございます。事業者専用の道路施設ということで、特

定車両停留施設を新たに道路附属物として位置づけるということの改正を行いました。併

せて、道路管理者自らが停留料金を徴収できる規定等も整備をしてございます。 

 これに加えまして、右側でございます。こういう施設の維持管理・運営に民間ノウハウ

を活用するスキームを構築するということで、コンセッションの制度を法令上に整備をし

てございまして、民間等の運営事業者が利用料金を収受できる、あるいは、管理者との協

議によって占用許可とみなすと、そういうスキームの整備もしたところでございます。 

 加えまして、次の５ページでございます。この特定車両停留施設につきまして、構造や

設備の技術的な基準の策定も行っております。構造の基準ということの例でございますけ

れども、サンプルでございますが、まずは特定車両停留施設の車両の重さに応じた、ちゃ

んとした設計をしてくださいというような、設計自動車荷重の設定でありますとか、ある

いは、真ん中にあります乗降場でございます、乗降場の幅員の一定幅の確保であったり、

あるいは、人のいるスペースと車両が止まるスペースとの高さを設ける話であったり、あ

るいは柵を設けて遮断するとか、そういう規定を設けてございます。 

 さらに、右側でございますけれども、災害時に公共交通ターミナルで、特に日中、大地

震が起きますと、非常に多くの方が帰宅困難で滞留してしまうといったような過去の事例

も踏まえまして、災害が発生した場合に、この停留施設のところで旅客を一時的に滞在さ

せる構造とするような、そういう規定等も設けまして、平時と災害時の両方に対応できる

ような形の規定をつくったというところでございます。 

 さらに、次のページでございます。特定車両停留施設の中でも、特にバスとかタクシー、

乗降客が多数利用されるような施設につきましては、バリアフリー法の適用を受ける形と

しまして、バリアフリーの基準を整備しております。この基準の検討に当りましては、久

保田先生に座長をしていただきまして、ユニバーサルデザインを考える懇談会という別の

会議におきまして、障害者団体の代表の方からも意見を頂きながら策定をしたところでご

ざいます。 

 具体的な基準としまして、例えば乗降場においては、視覚障害者の方の安全で円滑な移

動を確保するための視覚障害者のブロックの設置であったり、あるいは車両のほうに進入

しないような柵の設置、さらには傾斜路においては、車椅子の方が利用しやすいような勾

配であったり、あるいは幅員の確保、エレベーター等も入り口の幅員、あるいは籠の大き
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さの確保、さらには高齢者の方、障害者の方がしっかりとちゃんと休憩できるような設備

の設置、こういったものを、この施設のバリアフリー基準として定めたところでございま

す。 

 次のページをお願いします。この代表としてバスタが挙げられるわけでございますが、

バスタプロジェクトにつきましては、バスタ新宿が開業、さらに今現在３つの駅の地区で、

新しいバスタの整備の事業化を行っております。さらに、その他の地域でも検討が進めら

れておりますので、この新しい制度を活用しまして、こういうバスタの整備を全国的に展

開していくということを考えているところでございます。 

 次のページをお願いします。３点目、歩行者利便増進道路、地域を豊かにする歩行者中

心の道路空間の構築というところで、法改正を行っております。左側にありますように、

歩道等の空間の中に歩行者の利便増進を図る空間、ベンチを置いたり、あるいはオープン

カフェを開いていただいたり、そういうスペースを確保するということでございます。 

 さらに、その利便増進のための占用を誘導する仕組みの導入ということで、占用がより

柔軟に認められる仕組み、さらには占用者を幅広く公募する仕組み、そして、その占用の

期間も、テラス付きの飲食店等が投資できるような期間の長期化というような、そういう

対応を行っております。 

 次のページをお願いします。その歩行者利便増進道路につきましても、高齢者・障害者

の方が広く利用されることを想定しまして、歩道等の基準につきましては、バリアフリー

法の基準を参考に、それと同等の形で整備をするような基準を設けてございます。下の図

がございますけれども、有効幅員――車椅子同士が擦れ違えるような幅員の確保、さらに

は勾配等についても、きつくならないような勾配の設定、さらには右側にありますように、

舗装なんかもきめ細かく対応していくというような構造基準を設けまして、これに適合し

てやっていくという形にしてございます。 

 次のページをお願いします。これは、この法改正とはちょっと別の話でありますが、コ

ロナ禍の中で、今年の６月から直轄国道においては、歩道等に沿道の飲食店の方々が、テ

ーブルや椅子を置いて、路上を使えるような、そういう占用許可基準の緩和の特例措置を

導入してございます。この措置につきましては、現在、来年の３月末までの期間というこ

とで設定をしてございます。 

 具体的にこれらを利用した例が、次のページでございます。国のこの制度導入に伴いま

して、自治体のほうでも約４２０の自治体でこの措置を導入していて、実際には、具体的
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には２４０か所でこういった具体の活用をされているということでございます。 

 事例としましては、宇都宮だったり、松本の例を写真で付けさせていただいております。

先ほど紹介しました歩行者利便増進道路とほぼ同じような対応でありますので、この特例

でやられている自治体を、今後、法改正しました歩行者利便増進道路制度の活用のほうに

移行していただいて、恒久的にやっていただくという、そういう形を進めていきたいとい

うふうに考えております。 

 次のページをお願いします。４つ目の改正項目、自動運転を補助する施設の道路空間の

整備ということでございます。真ん中に図がありますように、自動運行補助施設としまし

て、電磁誘導線、磁気マーカー、位置情報表示施設などを道路附属物として道路法の中に

位置づけてございまして、これら施設につきまして、必要な性能であったり、あるいは整

備をした場合には、そういった整備の情報を公表するというような規定を設けているとこ

ろでございます。 

 次のページをお願いします。こういう環境整備を行いつつ、自動運転の普及・促進に向

けて、道路側でも様々な取組を進めていく必要がございますが、大きく２つの柱で考えて

ございます。１つは、移動サービスの普及、実現ということでございます。実証を経たサ

ービスの実現ということで、秋田県の道の駅を中心としたサービスの写真をつけさせてい

ただいてございますが、こういったサービスを実際の現場で実装していくこと。 

 さらには、今、サービスの導入に向けて検討している自治体もありますので、そういう

ところへの支援を継続的にしていきまして、今般改正した制度も活用しながら、移動サー

ビスを全国的に広げていくような取組を、１つの柱として進めていっているというところ

でございます。 

 ２つ目としまして、自家用車等の車両の開発、自動運転車両の開発が進んでおります。

資料にありますように、レベル３の型式指定が世界初、行われました。また、レベル２に

なりますと、各社メーカーが発表してございます。 

 こういった車両の運行を支えるようなインフラシステムの検討ということで、合流支援

等の研究開発、あるいは、センサーの認識制度の実証、こういったものを進めているとこ

ろでございまして、まさに自動運転に対応した新しい道路空間、インフラ側のシステムづ

くりの検討を進めていきたいというふうに考えております。 

 最後の項目になります。新たな通行許可制度ということでございまして、こちらのほう

はまだ未施行になってございますが、令和４年の施行に向けまして、新しい制度の手続、
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システムの設計を進めているところでございます。右側のほうに新制度の概要、資料を付

けてございます。 

 まずトラック等につきましては、１回車両の登録をしていただいて、その後は経路の検

索ということで、発着地、さらには重量をコンピューター上に入力をしてもらうと。それ

によりまして、通行可能な経路が即時表示されて速やかに通行できると、こういうシステ

ムイメージを持っております。この実現に向けまして、今システムの設計を進めていると

いうところでございます。 

 以上でございます。 

【石田部会長】  ありがとうございました。それでは、今日は珍しくオンタイムで進ん

でおりまして、ありがとうございます。 

 質疑に移ってまいりたいと思います。どなたからでも結構でありますので、よろしくお

願いいたします。 

 羽藤先生、どうぞ。 

【羽藤委員】  よろしいですか、ありがとうございます。道路法の改正ということで、

自動走行と道路の結節点バスタ、これが入っているということは非常に未来的で、先取り

しつつ、今の問題を解決するというので非常に意義があることと思いますが、道路法の改

正の中で、高規格幹線道路の事業評価の場合に、例えばインターチェンジからインターチ

ェンジで評価していることと思いますが、結節点としてラストワンマイルと、このバスタ

の拠点までを一貫した道路ネットワークとして整備しているというような明確な位置づけ

をしていくべきではないかと考えております。 

 例えば、暫定２車というのは、あくまで暫定で、４車が標準であるというような考え方

と同様に、自動走行とか、それから都市内のそういったものに対応できる交通結節点の拠

点というのは、道路ネットワークにとって必要欠かざるものだというような位置づけが必

要かなというふうにも思ったんですが、この辺りについてのお考えがもしあれば、お聞か

せいただけないかと思いました。 

 以上です。 

【石田部会長】  ありがとうございます。いかがでしょうか、ほかに。 

 どうぞ。 

【草野委員】  内容のことでなくてもいいですか。内容というか、法律でもう施行され

ているのでとやかく言うべきことではないのですけれども、とやかく言ってすみません。
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８ページで、歩行者としては、歩行者利便増進道路って非常にわくわくするなと思って、

楽しみなんです。そういうときに、利用者利便増進道路という、この言葉を考えた人がい

らしたら申し訳ないんですけれども、もうちょっと親しみやすくて、キャッチーで、一番

国民にとっては食いつきやすい施策じゃないですか。 

 だとしたら、何でこんな漢字ばかり並べるのかなと、ちょっと思ってしまって。例えば

歩行者が楽しめる道路とか、何か、自分たちも参加できるよという感をもう少し出すこと

もあってもいいのではないかと、ちょっと思いました。 

【石田部会長】  ありがとうございます。ほかにいかがですか。どうぞ。 

【兵藤委員】  いろいろと工夫が凝らされて評価したいと思います。一番最後の特殊車

両の話で、来年、令和４年だから２年後に実現するということで、こういう合理的な、ス

ムーズな申請が実現すればいいなと思うんですが。それに加えて、モニタリングの機能を、

何かここに持たせられないかと。要は、これは申請ベースですけれども、重量も分かるし、

それから通った経路も分かる。 

 そうすると、維持管理のことを考えると、そういう重いトラックが実際にどこを走った

のかという、そういうモニタリングのデータベースを構築していくような連携があるとい

いなという気がしましたので、ぜひ御検討いただければと思います。 

【石田部会長】  ありがとうございます。１４ページで、車両の登録１回のみと書いて

あるんですけれども、特車は結構、トラクターヘッドと、トレーラーといいますか、シャ

ーシ部分と分かれることが多くて、そのときは今、別々の組合せに対して、組合せが変わ

ると、その都度、特車申請をしているんです。 

 ああいうのも、もうちょっと効率的に、便利にできれば、喜ばれるのかなと思いますけ

れども。兵藤先生のおっしゃったようなことに関して、先ほどもＥＴＣ２.０とＯＢＷの組

合せでいろいろなことができるんじゃないのと。そういうことでも、やっぱり協力を引き

続きお願いしていかないと駄目なので、よろしくお願いしたいと思います。 

 ほか、いかがですかね。 

 これも、すみません、ちょっと希望になってしまうのですけれども、利便増進道路、昔、

にぎわい道路とか言っていましたね。やっぱり法律用語になると、いろいろ縛りがあって、

難しくなってしまうので、申し訳ないんですけれども。これ、歩行者だけではなくて、こ

れからいろいろな道路の楽しみ方をしていただけるわけですね。滞留するということでは

ないけれども、例えばナショナルサイクルルートというのは、こういうのとの関係で、ど



 -41-

ういうふうに考えて整備していったらいいんだろうか、みたいなこともあるのかなという

ような気もしていたりとか。 

 あと、４ページで、特定車両停留施設という、これも堅い名前になってしまっているん

ですけれども、バス、タクシー、トラックというのは必要性が本当に分かるんです。バス

タであったり、隊列走行のためのターミナルであったり、タクシーとかいうんですけれど

も、これから、マイクロモビリティーとか、宅配ロボットとか、道交法にも、車両保安基

準にも全く位置づけられていない、超未来の、いつになったらできるかどうか分からない

んだけれども、道路デザイン上は、そういうこともちょっとは考えておいたほうがいいの

かなというような気がしなくもないので、余裕があればお願いしたいと思います。 

 ほかに、もしなければレスポンスをお願いしたいと思いますが。 

【道路事業調整官】  まず、羽藤先生から御指摘のあったノード、今、事業評価のあっ

た、つまりリンク、道路をどこからどこまでつないだことによる評価ということに加えて、

そこにノードがあることによって、どう評価するのかということなのかなと思いますが。 

 そもそも、まずバスタそのものの評価ということも課題だと思っていますし、ましてや

リンクとノードを組み合わせた評価ということは、まだ今の時点で十分検討されているわ

けではないので、またちょっと御指導いただきながら考えていかなければいけないかなと

いうふうに考えております。 

 ２点目は、草野先生の歩行者利便増進道路、これ法令上、こういう言葉になっておりま

すが、今、道路局では「ほこみち」という通称名を……。まだ、それをこの資料に入れな

かったのがミスかもしれませんけれども、ほこみちという通称名を、若い職員がいろいろ

考えてやっておりますので、そういう名前でしっかりとＰＲをしていかなければいけない

のかなというふうに思います。 

 あと、３点目は、兵藤先生のデータのモニタリング。今回、コロナ禍で交通がどう変動

したのかというような分析をするときに、当然ＥＴＣ２.０のデータを使ってやるんだろ

う、やるということにトライはしたんですけれども、恥ずかしながら、データはあるんだ

けれども、それがうまく使えないような形になっていて、かなり時間がかかってしまうと

いう状況にございました。 

 一方で、今、国を挙げてデジタル化を推進していこうという中で、道路局でもＥＴＣ２.

０データであったり、あとカメラから撮られるデータとか、そういったものをうまく組み

合わせて、容易に重ねてデータ分析できるような形もやっていかなければいけないという
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ことで、今検討していますので、その辺の進め方の中で、御指摘の点も含めて対応してい

けたらいいのかなと考えてございます。 

 あと、石田先生がおっしゃられた人中心の道路ということで、そういう意味でいくと、

ナショナルサイクルルートみたいなものを楽しめる道路ということかなと思いますけれど

も。ビジョンの中でも、そういう方向性は将来必要だねということで、打ち出しをしてい

ただいていますので、そういったグループとして――観光的な発想もあるのかもしれませ

んが、そういう観点での施策の取りまとめみたいなものも、今後しっかりと考えていきた

いなというふうに思ってございます。 

 あと、御指摘いただいたマイクロモビリティー等の、今、通常、道路利用されていない

ような車両等も想定した新しい道路の空間の在り方、配分みたいなものについても、今後

の検討課題だと思っておりますので、また御指導いただきながら検討していきたいと思っ

てございます。 

 以上でございます。 

【石田部会長】  何かほかに追加で御質問等がありましたら。ないですね。 

 今日は、珍しく時間前に終われました。ありがとうございました。本日予定された議事

は以上でございますので、進行を事務局へお返しいたします。 

【総務課長】  長時間、時間ぴったりまで御議論、ありがとうございました。本日の内

容につきましては、後日、皆様方に議事録の案を送付させていただきまして、御同意をい

ただいた上で公開したいと思います。 

 また、近日中に速報版として、簡潔な議事概要をホームページにて公表したいと考えて

おります。 

 それでは、以上をもちまして本日の会議を閉会とさせていただきます。本日の会議資料

はそのまま置いていただければ、追って郵送させていただきます。どうもありがとうござ

いました。 

 

―― 了 ―― 


